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ナショナノレ・レッド会社における

正常在高法の展開

高 寺貞男

I 基礎在高法またはE常在高法の古典的事例

タイヲ

現在「後人先出法型棚卸資産詐価法J"と総称されている 2っくまたは，正常

在高法から止常在高準備金法を分離すると， 3つ〉白々法白うち「後入先出法以前に

山現した基礎在高法〔または豆常在高法〕は・・後入先出法の先駆者とみなさ

れているJ'l が，その場合 I後入先出法。前身」勾または「先駆者として歴史

的興味のある」の「基礎在高法がヨーロ~パにおいてはじめて使用された兆候を

示すのは19世紀後葉のイギリスである。 cとれにたいし〕アメりカではじゃや

おくれて〕今世紅初棄に使用吉れ[だLJた。J"

このように「アメりカで今世紀へ転換直後から使用された〔基礎在高法また

1) Malcolm P. McNai工 andAnita C. Hersum， The Retail Invent凹'YMethod and LIFO. 

195~ ， p. 16U 

2) H. A. Finney and Herbert E. Miller， Principles of ACCOl伊 'lting，Intermediate， 5 th 

ed.， 1958， p. 287. AJso see Clarence B. Nlckersοn， Cost Accounting， T，ι'xt， Problems. 
and Cases. 1954.， pp. 42. 49: George R. Husband. Acιounting. Adm問叫悶ti~四 and

Financial， 1960， p. 351; Delmas D. Day， Accounting and Business FltlC，的出回ns，1960， 
p. 11 ; Frederick Dill Kenamond， ACCQ附 1-tingTheory and Practice，品目'al-Econ01nic

Political En叫 'ronmentand FederaZ 11ηcome Tax，' Their InterrelaU.onshφs conce門 Z問 g

Inventories (Unpubli由edPh. D. Di.ssertation， Univer~祖ty of Alabama， 1971.)， p. 115 

3) Glenn A. Welsch， Charles T. Zlatkovich and John Arch White， Intermediate Ac 
counting， Revised ed.， 1968， p. 211 

4) Thomas M. Hil1 and Myron ]. Gordon， Accounting， A Managerial Aρproach， Revised 
ed.， 1959，-p. 228; Myron]. Gordonand Gordon Shillinglaw， AccO!-intmg， AManagerial 
A，ゆ>roach.3rd ed.， 1964， pp. 308-309. 

5) I-I. T. MoAnJy，“The Case for Lifo; It Realistically States Income and 1s Applicable 
'0 A町 1ndu曲 y，"The Journal of Accountancy， Junc 1053， p. 694 
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は〕正常在高法」のの展開史上ゅ 「いくつかの重要な会社(importantcornpany) 
ゾ ηJシ 〆 ル

が株主へ純利益を報告する基準として〔基礎在高1法を採用してきた」りが，そ

のなかセ ftheAmerican Smelting and Refining Co.は この新しい方法

を採用したアメリカにおける最初の大会社(1argecompany)であったらしい。」⑨

なぜなら，基礎在高「概念のはじまりは，少なくともこの固では. 1900年代初

頭までさかのぼって， the American Smeltir;tg and Refining Co の実務やこ

とによるとそれ以外のいくつかの会社り実務にみいだす乙とができるJ"から

である。しかLながら 1いくつかの有名企業がいろいろな時期に棚卸評価の

『基礎在高』政策を採用したJ101 なかで. 1蕊礎在高法または正常在高法の古典

的事例をなすものとして 般に知られている」叫のは， ナジ E ナル・レッド会

社 (theNational Lead Company) における正常在高法の展開である。

では 1基1楚在高官、ほ theAmerican SmeIting and Re:fining coとナショ

ナノレ・レヅド会社の波方によって (1今世紀の初頭以来」町長〕年にわたっ

て使用されてきたJ13)にもかかわらず， いかなる理由で「基礎在高法または正

常在高法の古典的事例は ナジョナノレ・レゲド会社の事例である」閣といわ

れるのであろうか。ブ γ ョナノレ・レッド会社においては，基礎在高法の使用期

l閣がもっとも長ししかもその展開過程を一駒ひとこま克明に跡づけることが

できる史料がもっともよくそろっているところに，上記のような評価をうける

理由が潜んでいると判断して間違いないであろう。

6) Maurice E. Peloubet，“Last-in， First-out Once More， A Discussion of Certain Poin凶

Raised by Professor P立on."The JOU17叫 lof ACCG山 ttallcy，June 1940， p. 446. 
7) 乱055G. Walker，“The Base-stock Principle in InCOIne Accounting，" 正面町-ardBusiness 

Rcvicw， Autumn 1936， p. 76. 
8) Arundel Cotter， Fool s P、-ofits，1940， p. 44 
的 McNair and H町田皿，吋入 cμ ，p. lGG 

10) W. A. Paton， Advanαd Account叫:g，1941， p. 159 

11) J. Keith 'Butters， Inventc巾 Aaフunt肌.p;and 1-勺ucies，UI4~， p. 67; ]. Kei出 Butters，
.. Manage汗nentConsiclerations on LIFO，" Hr.α同 ardBusinι55 Revieμ， May 1949， p. 311 

12) Peloubet， o.ρ cit.， p. 447 

1~) Clarence B. Nickerson. .. Inventory Reserves as an Element of Inventory Po1icy ，" The 

AccauntinK Revie町， Decemb町 1937，p. 345. 

14) Walk巳r，0.ρ. cit.， 1λ79 
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まず，両社がはじめて基礎在高法を採用した時点、についてみると， theAme 

rican Smelting and Refining Co の場合には. 1903年説聞と 19日6年説聞があ

り ，ナショナノレ・レッド社の場合同は少なくとも 1905年にすでに基礎在高

法を使いはじめた」刊とみる説. 1913年説加. 1913-14年説叫と1914年説ペさ

らに誤認としかし、いようのない1916年説聞がある。 Lたがって， これら各説を

総合比較するかぎり Iナショナルーレ γ 下会社が (theAmerican Smclting 

and Renning Co の〕先例にしたがった Jn) という判断が Fせよう。 事実，

「この新しい〔基随在高〕法は アメリカで は 1903年 に theAme:I:'ican 

Smelting and Re:fining Co によって〔メタル準備金を設定する形でお))採用~

15) 'Cotter. op. cit.， pp. 16， 44， Kenamond， ot. cit.， p 削

16) Mι:Najr岨占 Hersum，中 cit.，p. 1削 n

17) “Base Stock Inventories and Federal Incorne Taxation." Harvard Law Revie1.V， June 

1938， p. 1432 ri 

18) H. T 明Tarsh町民“TheNormal Stock Melhod of Inventory Valuation，" N. A. C. A 
Year Book (1922)， p. 67; S. Paul Carner， Evolutioh of Cost .!lcCQUnting to 1925， 

1954， p. .322; S. Paul Garner，“ Vall1ations of Inventories." in Morton Backer (ed.); 
Han品。okofλI/od<山 lAccounting Theory， 1955， p. 310; Cotter， op. Cu.， pp. 16-17， 44; 

McNair皿 dHersum，ゆ cit..p. 160.n 
19) H. T. Warshow.“Inventory Valuation and the B.lsiness Cycle，" Harvard Bus前町S

Review， Octo ber 1924， p. 29 
20) Henry B. Arthur.“Inventory Prc耐sin thほ BusinessCycle，" The ArmそricanEconomi，ι 

Re'tJiew， March 1938， p. 40n; W:ol1kPT，οlt. cit.， p. 79 

21) Hil1 and Gordon，αρ cit.， p. 227; Gordon and Shil1inglaw， 0ρ cit.， p. 308 

22) Cottcr， ot. cit.， p. 44 
23) The r Amerlcan Smelting and ReJlning Coは190i年から 棚卸評価を下方に操作した

[セしてJ1911年に各種目メタノレが原而または市価にかかわりなく固定的操制価格 (afixed Jic 

tItlo凶 price)で棚卸しされたことが明らかにされるまで， 貸借対照表に表示きれない[秘密〕

『準備金』が剰余金への賦課によって設定された。こり(固定価格での]評価法は，超過在高ま

でが基礎価格 (lhebase pri田〉で評価された点をのぞくと，基礎在高法に類叫していたJ(Ke 

namond， op. cit.， p. 30.)が.JE式。基礎在商法ではない。

またそ白問 thprAm白川nSmelting and H.cnning Co は[1902年の]第2回同の棚釘l

評価切下げと量削除金賦課につづいて， 1903年次報告書で， 当社がメタルの市価変動を岨収多

るためにメタル準前金助定 (aDlctal rCSCfVC account)を設定したζ とを表明した。[そして]

当社はこ田政策を1912年ーに終る時期にわたって紺量定したQJ(Kenamond，ゆ cit.，pp. 52-53.) 

The American Smelting and Refinmg Co の1903年開拍説をとる論者はメタル準備金勘定

の開設をもって基礎在高法の開拍とみている bしい。も Lも，そり場合に，超過在高を原価また

は低価で評価しながら，その将来における価格 F落にそなえる印陥変動車惜金としてメタル準備

金が設けられてレたならば，この19し3年開抽は疑う余地がなくなるのであるが，残念な ζ とに，
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れ， お く れ て1913年に 〔 正 式 に7ナショナノレ・レッド会社によって使われだし

Tこ。J24l

ところが，その後の経過をみると. the [" American Smelting and Refining 

Co.は [1930年代後半に〕基礎在高法から後入先出法へ移った」聞のに， ナ V

ョナノレ・レッド会社の場合には， 1930年代後半から1940年代前半にかけ亡「基

礎在高法が後大先附法によって広範囲に置換えられた」出のちにおいても，正

常在高法を採用しつづけている。したがって，ナシ宮ナノレ・レッド会社は正晴

在高法をアメリカでもっとも長く使用し Cきた会社であると断定してもよいで

あろう。

いや，そ一ればかりではない。 r採掘ー加工産業によってもりともよく用いら

れてきた」町「基礎在高法のうちで， ナショナノレ レッド会社により多年にわ

この点を明確にしうる資料が入手できなかったー

なお，ナγョナノレ レッド会社の1905年開始説は. 1905 r年度中に原材料カ~2C拍値上りしたの

に，全棚卸資産はそれ以前の価格 (formervalues)を基準にして評価されたJ(Nlcke白on.Cost 

Acc.臼伊ding，1954， p. .55.)という事実にもとづくものと思われるが， この棚卸号制岡政策もまた

基礎在高法に類似しているとはいえ，正式の基礎在高怯ではない。

24) Cotter， ojう cit.，pp. 16-17 

「ナツョナル・レッド会社におけるとの帥rL¥'、〕方法の実施の最初の年 I(京品目how句 ιt.CU.， 

P. 29.)について，当社のコントロ ラ T.H ゥォーショ が「この方法の正式開拍の191~年」

CWa凶 how，“TheNonnal 8toc1三 Methodof Invcntory Valuntion，" N. A. C. A. Year 

. Book (1922)， p. 67.)と明言し， また， 当社の 1925年次報告書が「わが社が棚卸廓価"'1E常在
./，-? .. 

高法を開設した1913年J(j{田sGraham Walker， Prηblems in Accounting Principles， 19叫，

p. 373.)と明記している以上， 1913年説以外は喜弘司としてしりぞけなくてはならないであろう。

25) 五回amond，op. ctl.， p. 103 
そ白直前に宅 theAmerican Smelting and Refining Co は. 1935年かι基礎在高をこえる

棚卸資産に後入先出法を適用する「実務をしていた。J(" BasεStock lnventories and Fed町，1

Income Ta文，"Harvard Law Review， Junoe 1938， p. 1436) 

26) W. A. Paton (ed.)， Accm悶~tat!ts' Ha出ibook，3 rd ed.， 1943， ，p. 573 

その結果，現在では， I後入先出法として一般に知bれてしる[基礎在高法の〕一変種が

アメリカでは基礎在高法よりもより広範に使用されているJCMaurice M田凹tzand Louis H. 

JordanJ Accounting， An Analysu り ltsProblems， Revised ed.， Vo1. 1， 1963， p.251.)の

に. rこの〔基礎在高]法は，基礎原料の加工処理に従事しているいくつかの会社をのぞくと，

広範に使用されていない。J (David F. Hawkins， COrtora臼 Fi.nanc臼1Rゆ arting，Text 

and Cases， 1971. p. 436句 DavidF. Hawkins. Financial Reporting Practices of Cο2 
ρσrat回山， 1972， p. 282.) 

27) Dan Throop Smith and J. Keith Blltteぉ ，Taxableω，dB山間四sbJcome. 1949， p. 97 
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たり非常に熱心に使われてきたものはもっとも多く注白をあびた。」田そして，

多くの会計研究者により機会あるごとになん回となく事例研究がかさねられて

きている。いま，それらを発表順に整理してみると，つぎのようになる。

① T. H. Warshow.“The Normal Stock Method of Inventory Valu-

ation." N A. C. A. Year Book (1922). pp. 64ー75.

② T.H田明Tarshow，“Inventory Valuation and the Business CycIe，" 

Harvard Business Revie叫 October1924， pp. 27-34 

③ T. H. Sanders，“Some Variations in Inventory Valuations，" The 

Journal of Accauntancy， December 1926， pp. 429-434 

④ Ross Graham Walker， Prublems叫 Aι山由'ngPrillc~μ白， 1929， pp 

365-378. 

① Clarence B. Nickerson， Cost .Account問 g，Text， Problems ~nd Cases， 

1904， pp. fio-6fi 

これら一連の事例j研究は，あとのものほど考察期闘をより広げ，かつ実証分

析の方法をより精密にしている。しかも，そのうち①②と①はすでにわが国に

紹介されている掛ので，本稿では，主として④と⑤によって，ナショナノレ・レ

ッド会社における正常在高法の展開過程を追跡しながら，それがその時々の個

別価格変動の吸収を通じてどのような形に報告利益を安定化(平準化ないし正常

化〕していったかを明らかにしたい。 とはいえ，時期区分をしないで「基礎在

高法または正常在高法の古典的事例」をトレースする乙とはできないので，本

稿では，ナショナノレ・レッド会社が19日年に正式に正常在高法を採用する以前

28) Albion R. Davis，“Inventory Valuation and Business P四五".τheC剖 efor a‘Stabi-
lized' Basis，" N. A. C. A. Bullet叫， December 1， 19訂， p. 390 

29) 黒沢清教授は⑤により，また渡辺道教授は①②と④によって「ナショナル製鉛全社の実例lを
紹介されている〈黒沢清『新訂・会言ド学』昭和12年.268-273ヘ ジ。 渡辺進『棚卸資産会計』
昭和24年.43-45ヘジ，昭和33年， 167-172ヘージJ
なお，エミール シュトゥートは「アメリカの会社がいかにこり中和化計算を実施したかにつ

いて実感をうるためにJ， @と⑤に上って「ナミノョナb レッド会社の [1盟 1年政]報告書から
の肢粋」を Vイツに紹介している。 SiehEmil Studt， Die þnvat'U出~SC}出iftliche Erfol!日‘

nxhnung in den Verein砲な1t 81臼~aten 'von AmeriRa， 1935， S. 141-144 
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の時期として， 1) 1904~ 1912年，正式採用後は，当社における正常在高法の

断続的運用状況をもっともよく表現している鉛の正常在高評価額 CiE常在高×正

常価格〕の変更時点〔正常在高法として修正され，非連続となる時点〉を区切りとし

て， 2) 19日~1923竿， 3) 1924~1929竿， 4) 1930~1931年， 5) 1932年以降

(正常在高準備金を設けて正常在高評価額の間接表示をするようになるまでとそうなっ

てからとに細分すると， 5i) 1932"'1945年， 5ii) '1946年以降〉に時期区分しτ，以下，

歴l願的に， 1) とめの「正常在高法の準備・実験期J (1904~1923年〉について

は H節で， 3) とのの「正常在高法の修正実施期J (1924~1931年〉については

E節で， さらにめの「正常在高法の再修正実施期J (1932年以降〉については

IV節で，考察することにする。

II 正常在高法の準備・実験期 (1904円 1923年〕

1) 1904~1912年 周知のように，なんら準備工作をしないで，棚卸「評価

の正常在高法がはじめて企業に採用されるときには，実行できるなら，剰余金

勘定または臨時損益修正勘定への賦課によって，維持すべき棚卸資産 (theres 

ervoir inventorI白〕の価額を過去の低い価格または・・・〔将来の取替「原価がそ

れ以下に低落することが期待きれない保守的な数値」ωワヘ切下げるのがならわ

Lである」叫が，正常在高法の初期の実験においては， 正常在高法を正式に使

30) Husband，。ρc仏， p. 351 

31) David R. Anderson， Practicat Controllership， 1947， p. 361 
オ "Y'"'"

周知のように「初期の基礎在高法は，棚卸資産O)j[常数量は企業の恒久投資の一部として必要
であるかわ， [複会計制度のもとで市価変動にかかわりなし取得原価のままに据i置かれる〕圃
定資産のように取扱われるべきである乙いう仮定にもとづし、て考案された。J (Eldon S. Hend 

riks叩 ，Accμ，，'叫gThe:ory， Rεvised ed~ ， 1970， pp. 329-330.) rしたが〉て， (基礎在高は原

則として〕原初主プ属品の取得原価を基準に(または，それが経営者の保守主義をみたすにたるだ
け十分に低〈なかったならば， [例外的に]他のいくつかの基準で〕評価されるへきであるJ
CPaton， Advanced Account附:g， 1941， p. 159; Wil1iam A. Pa出 1 阻.dWilliam A. Paton， 
Jr.， Asset Accaunting， An Intermediate Course， 1952， p. 72.) しかしながら，会計史上保
守主義とほぼ同時代に出現した「初期の基礎在高法[の実際)においては，基礎在高は[保守主
義と結合して〕将来に取替原価が下落すると期待される価閣以下まで取揮の時点で評価滅されな
ければならなかった。JCHcndriksen， op. cit.. p. 330.) 
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用する以前からその準備工作として正常在高法とほぼ同じ効果をおさめる保守

的な棚卸評価政策を実施しつづけ，その上で正式使用に踏切るのが常道であっ

た。もちろん，ナショナノレ・レ ν ド会社も例外ではなく，のちに「この会社に

よって使用される正常在高法の基礎をなす保守主義政策」釦がすでに正常在高

法の正式使用以前から採用きれていた。

事実当社の〔初期の]竿次報告書は， 1904年次報告書をはじめとして，

棚卸評価におい工並はずれた保守主義がとられたことを示し℃し、た。」悶たとえ

ば， 1904年次報告書には，簡略に，

棚卸資産は保守的な基準により評価された。そり結果，原材料の価格変動

にそなえる十分な準備 (aclequateprovision)がなされた。

と，つぎの1905年次報告書には，やや具体的に，

当年度中に原材料が20%値上りしたのに，全棚卸資産はそれし以前の怖格

(-former valu田〕を基準にして評価された。 わが社の実務はこの点において

〔棚卸資産の〕価格下落 (deprec叫 ion)にそなえ，かつ将来の利益を保証する

C秘密〕準備金を形成する効果をもっている。

と，説明されていた3

また i1905年直後の諸年度においても，棚卸資産は同じ保守的な基準によ

って評価された。」叫したがって， その場合に， 1905年度中に値上りする「以

前の価格」が評価基準とされていたならばナショナノレ・レッド〔会社〕は

少な〈とも1905年にすでに基礎在高法〔に類似した方法〕を使いはじめた」聞

ことになるが， このように全棚卸資産〔基礎在高または正常在高プラス超過在高)

を値上り「以前の価格」で詐価する実務が正式の基礎在高法または正常在高法

ではないことは明らかである。

32) Nickerson， D.ρ cit.， p. 55 
33) "NickersoTI， o.ρ cit.， p. 55 
34) Nickerson. o.ρ cit.. p. 56 

35) “Base Stock Inventorょesand Federal Income Taxation/' Harv田 d Law R即tew~

June 1938， p. 1432 n 
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2) 1913~ 1923年 [ナショナノレ・レッド会社は1913年に ・〔正式に正常在

高〕法を使用しはじめた。」町もちろん，そのさい「ナショナノレ・レッド会社は

棚卸資産を〔その約80%に相当する， 80，000米トン (160，∞0，∞0ポンド〉の鉛と

より少ない数量の錫・ア Y チモニーとからなる〕正常在高とそれをこえる超過

在高とに分割した。 cそして〕正常在高は〔結果的には， 1913年以後もっとも

価格が下落したJ1914年における当該メタルの最低価格で〔鉛の場合には，ポ

ンド当り 0.034ドノレで〕評価されたJ(1920年次報告書〕がこの〔正常〕価格

は，この方法の正式開始の1913年に，当社の経営者によって近い将来に合理的

に期待しうる最低価格と判断された」町ものであ勺たのである。他方， 1超過

在高は原価で評価きれた。J (1920年次報告書)

とζ ろが，第 1次世界大戦の開始にともない，メタルの価格が急騰したので，

「当社の取締役は1915:年に〔もしも将来価格が下落したならば，そのときに結

果するであろう多額の〕棚卸資産損失，特に錫・アンチモニーの運用から生ず

る棚卸資産損失にそなえるために， 200，0口白ドノレの準備金を設定Lた。」施〉 こう

しで， 11915年に「メタル準備金」なる項目が貸借対照表の負債の側に 200，000

l、ノレだけあらわれた〔が〕・ 1916年にはこのメタル準備金は 300，000ドルに増

えた。そして，同じ数値が1917年次報告書にのった。 u ・〔なおJ1918年にメ

タノレ準備金は 1，000，000ドノレに増加した。』閉そして， 同じ数値が1919年次報告

書に計上されたへ

周知のように，価格上昇期における「棚卸資産の正常在高法は本来自動的に

Cf~，密J メタノレ準備金を形成する J (1920年次報告書〉が， では，ナ V 翠ナノレ・レ

ッド会社が1910年代後半に貸借対照表貸方に表示していたメタル準備金は当祉

の採用した正常在高法とどのようにかかわりあコていたのであろうか。当社に

36) Garner，ゆ cit.，p. 322; p. 310 
37) 可'Varshow.0，ρ cit.. p. 67 
38) Walker， o.ρ cit.， p. 366n 
39) Sanders， op. cit.， p. 430 
40) WHlker， ()t. ctt.， P. 373 t 
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おいてはじめて「メタル準備金が設定された」叫1915年次報告書には， 1この金

額は錫・アンチモニーの市価騰貴一一近い将来において反対に下落することが

期待された騰貴一ーをカハーするためのものであったとのべられていた」叫に

すぎなかったが， メタル準備金勘定が192口年に全額取崩されたのも 2年間の空

白期を聞にはさん宅再設定された叫 11922年次報告書は， 当該メタノレ準備金は、

正常数量をこえる棚卸資産の超過原価 (the師団田 cost)をカハーするものであ

るとのべていた。このことは〔当社のメタル準備金191日年代後半に「原価で評

価された」超過在高，特に錫・ア γ チモニーの正常在高をこえる超過在高の近

い将来に期待される価格下落を別途考慮Lた価格変動準備金であったニと，し

たが可て，正常在高法主直接かかわりがなかったこと，さらにコ正常在高とそ

れをこえる超過在高とからなる全棚卸資産が実際上戦前某準 (ap回 warbasis) 

にマーク・タウンされていたことを意味ιている。」叫

こうして 11918年〔まで〕に〔超過在高の価格変動準備金として〕形成さ

れた1，000，000ドノレのメタル準備金は [19201年末にメタノレの市価が急激に著し

く下落したので， ー 超J品在高を原価の代りに市価で評価するのが慎重である

と思われた」時に)，当初意図したように，その目的のために〔全額取崩して〕

使用された。J(192日年次報告書) 1もちろん， [その場合コ 1920年12月31日に市価

ヘ切下げられるまで常に実際原価で評価された 超過在高については， 一

他のすべての会社と同じように，低価で棚卸して，損益計算を LたJ (1920年次

報告書〉 そして，その後 11921年〔から1922年コに〔かけて〕鉛の価格がふ

たたび〔上方に〕著しい変動を示した」明ので， r正常在高を ζ える超過在両は

[1922年にふたたび)原価で評価されるJ (1924年次報告書)ようになったが，そ

れと同時に，超過在高の価格下落にそなえて， 1，000，00日ドルのメタノレ準備金が

41) “Ba出 StockInv~ntorie::; and Fede四!Income Taxation，" Harvard La叩 R口問的 June
1938， 1433n 

4~) Sanders， ot. cit.， p. 4別
43) Walker，o.ρ cit.， p. 373 t 
44) Sanders， op. cit.， p 岨4

45) ¥Valker， 0.ρ cit.， p. 369 
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再設定されたぺ

III 正常在高法の修正実施期 (1924~1931年〉

3) 1924~ 1929年 「明らかに，(正常在高として〕維持すべき水準の決定に

あたっては， (経営者の〕判断が大きな要素をなしている。 CLたがって〕もし

も企業がひきつづいて著 Lい成長または衰退をしめしたならば，それを変更す

るとが必要となるかもしれない。Ji7) この点， ナショナノレ・レッド「会社は

いつも同一数量に『正常』在高を維持するふりをしていない。事実， 1924年に

〔鉛のH正常』在高は (C当社が1913年以来保持してきた同ーの正常在高J(1922 

年次報告書)に含まれていたJ80，OO()米ト Y (160，()()O，()()OポYド]から 96，OC日米

Jン (192，OO()，()OOポンド〕へ引 lこけられた。」伺〉し日し， I当該正常在高は過年

度と同じようにポンド当り (0.034ドルの正1f;)価格で評価lされJ (1924年次報告

書〕たので， 正常在高評価額は 1913年以来の 5，440，()()()ドノレから 6，528，0日()Iノレ

ヘ引上げられた。 もちろん Cこの引七げは〔正常在高増分J 16，000米トン

(32，0日日，()OOポY ド〕の (1日)frl:価と「正常』在高〔としτの新評価】額との差額

の剰余金への賦謀をと毛なった。(したがっ C より修正は損益計算書には反

映されなかった。」掛

なお正常在高をミ える超過在簡は(1924年には，前年と同じように〕原

価で評価きれJ (19241r次開告71りたが，1925年になると， I正常在高をとえるど
てンスすふ

んな jlß~直在高も内国歳入局に上って要求された〔低価〕法で評{ffn;ミれる J (1925 

46) The r American S:melting and Rehmng Co は1903年[ワ]以来超過在高に原価を付す正常
在同法を使用し， この実務を1921年までつづけた。当社はその後 [192'凶三に「市価が旧来のÂl~準

価格以下の水準に下落した」ので〕基礎在高〔に付した基準価格が市価をこえた]主知に相当す
る府保利益を充当して， 棚釘I合庄の貸借対照喪表示を低価ヘ切換えた。J(Kenam加【J.中 cit.，
p制〉 このように， the 1" Americ阻 Smeltmgand Refm:ng coは低川基準で貸借すむ"1堵呈長に
報告したが，基準在高をよえる在高に低怖を付する基礎在高r.to)抽果をあげるメタル準備金勘定
を担背%した。J(Kenamondυp. cit.， p. 83.) 

47) Anderson， ot. cit.， p. 361 
48) “Base Stock Inventories ancl Fcderal Inco立1eTaxau叩 ，"H，ムrvardLmυRevie加， June 

1938. p. 1433 n 

• 49) .......bid.. p. 1433n. 
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年次報告古〉にいたった。

4) 1930~ 1931年 「もしも市価が棚卸資産のある項目の正常在高に付した

単価以下に低落した場合に，正常在高法が継続されねばならないとすると，市

価またはそれ以下に新しい基礎価格を設定しなければならない。そうしなかっ

たら，棚卸資産は市価以上に評価され，基礎在高法の保守的な目的に反してし

まうであろう。」略したがって，正常在高法を放棄Lth、かぎり， 1当初採用し

た基礎価格以 Fへの市場価格の下落は基礎価格として新しいより侭い伺格の採

用とならざるをえない。」釦

ここで 1多くの在庫品の価格が急激に低下Lた1930年から1932年までの期

間に，い〈っかの重要な会社が長年にわたって正常在高評価額を超保守的な基

準に維持するために骨折って使用してきた『基準』価格以下に市価が下落した

としづ事実に直面したことは注目するにあたいする。このような状況において

は，低評価政策を継続するために，基礎価格を新しい低い価格に引下げること

が必要であった。」町

事実，ナショナノレ・レッド会社においても 11930年12月31日に，錫の市価

がポンド当り 0.262邑ドノレになった」聞ので， まず，錫の正常価格を引下げた。

この聞の事情は当社の1930年次報告書につぎのようにしるされている。

錫の正常在高は長年にわたってポンド当り 27弛セントで棚卸しされてきた

から，正常在高〔法〕の〔保守的な〕但的のためには，棚卸価格をポンド当

り25セソトヘ引下げることが適切であると思われた。そこから生ずる損失は
二手ヅト アーニングス

1930年の純利益にたいして賦課された。
ツスラム

「さらに， 1931年に，正常在高訣において錫にたいして用いられる〔正常〕

価格はポンド当り 0.21ドノレに引下げられた。JMl

50) Nickerson， ot. cit.， p. 60 
.51) Finnf'y and Miller， o.ρ cit.， p. 2田

52) Paton， ot. cit.， p. 160 
53) Nidほ r.50n，op. at.， pp. 62-{'3 
54) Nickerson， op. cit.， p. 63 
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もちろん， 1930年から1931年にかけて，鉛の市価も下落しつづけたが，それ

でもまだ1913年以来用いτきた鉛の正常価格を下回る水準には達していなかっ

たので，鉛の正常価格には変更を加える ζ となしいぜんとしてポンド当り

0.034ドルで評価された。 しかじ， 1930年に， 鉛の手持在l高が減少しだしたの

に応じ亡鉛の正常雀高は1924年以来の 96，0∞米トン (192，000，000ポンりから

94，133米トン (188，266，000ポγ ド〕へわ Fかに切干げられたため， 鉛の正常在

高評fr町額は， 1924年以来の 6，528，000ドルから 6，401，044Iノレヘ微調整された肋。

IV 正常在高法の再修正実施期 (1932年以降〕

5;) 1932~1945年 十、ン=ナノレ・レヅド会社は，すでにのべた上うに， 1930

年から1931年にかけて，鉛の正R"{在高者若干切下げるよとに上って正常在高評

価額を下方へ徴調整したが，やがて大恐慌が深まるにつれて， r1932年にいくつ

かの会社によって経験されたように」ペ鉛の手持在高がより一層減少したばか

りではなく，さらに鉛の市価がはじめて旧米の水準以下r落込むや，鉛の正常

在高の切ドげと正常価格の引下げとを同時に実施する ζ とが必要となった。そ

のため， r1932年に， c鉛の正常在高は1930年以来の 94，133米ト γ(188，266，000

ポンド)から 49，687弘米ド y (99，375，000ポンド〕へと約半分に大巾に切下げ

られる町とともに〕鉛に適用される〔正常〕価格は1913年以来用いられてきた

ボンド当り 0.034ドノレから0.03ドノレへとわずかに引下げられた」鎚〉ので，鉛の正

常在高許価額は1930年以米の6，401，044ドノレから2，981，25日ドノレに激減した。

その後，第 2次大戦が終結するまで，当社の「正常在高法による棚卸評価に

使われる会計実務には，いし、かえると， 基礎メタノレ〔鉛，錫，アンチモニ ) 0) 

正常在高と〔正常〕価格には，なんらの変更もなされなかった込とが， 1933年

55) Nickerson， op. cit.， p. 60 t 

56) Nickerson，" Inventory Reserves as an Element of Inventory Poliじ.Y，，" The Accounting 

Revlιw， December 1937， p. 347 
57) Nickerson， C出tAccounting， 1954， p. 60 t 

5町 Jhid.，p 日
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か>，1945年までの年次報告書に示されていた」闘が， その間 r1943年に正常

在高法の使用が亜麻仁油と亜麻仁へ拡大されたことを報告書は示した。」叫

ところで，鎗 2次世界大戦中 r戦後におこるかもしれない棚卸資産の1111i格
セアアイ〆 アサイド

下落〔への配慮〕は特別な棚卸資産準備金の設定 と棚卸資産〔払出〕価

格決定の後入先出法の採用を刺激1./た。」附 こうした ρ般的動向のなかで， ナ

ンノ三ナノレ・レッド会社は， 一方では r後入先出法の使用増加」位〉傾向にさか

らって，正常在高法を使用」つつけながら，他方では，正常在高法とは別に，

他の多〈の会社と同じように r戦争〔経済〕という哩18で設定された特別な

棚卸資産準備金」耐を保有していたn もちろん， r特別な戦時準備金のほとんど

が端数のない金額でなされていたJ問ように， 当社の棚卸資産準備金の場合に

も，端数はついていなかった。

その設定状況についてみると，第 2次世界大戦がはじまった1939年にメ

タノレlllli格の一般的動向となった不確実性を考慮して， およそ 4日目，000r"ノレが利

益へ賦課され，棚主IJ資産準備金として設定されたが，この準備金は棚卸資産項

目から〔直接〕控除された。J (19却年次報告占〕ついで， 1940 r年に海上運賃と

戦時危険保険がかなり増加した〔ので]，およそ 30日，000ドルが利益へ賦ご皐され，

棚卸資産項白から〔さらに車接〕出除された。J (1940年次報告書〉このように

「棚卸資産は純額で表示された」聞が， f1941年12月31日の貸借対照表に， 過年
イ yカム

度の利益への~i一課を通じて設定された一般棚卸資産準備金が棚卸資摩の [1詞接〕

佐除として加えられた。J (1942平次報告書) そして， r1946年まで，この準備金

59) lbid. p. 63 

60) Ibid.， p. 6.'3 
61) George N. Farrand，“E旺e叫 Sof V.r Elr on Financial Statemen凶 TheJournal q! Ac 

ιομnt切 -:Y.Sεptem-l1Pγ194ク p_?15と

62) C Oliver Wellington，“ Fi.nancial Slatements旧 Wartime，" The Journal Qf Ac.ω-unl 

ancy， July 1043， p. 57 

的“SpecialRescrvcs Arisin♂ out of the War， A Study by the Research DeparLm町 t01 
the American Ins.titute of Accountants，" The J(οlwnal.of Accountancy， November 1~4:i， 

p. 396 

64) Farrand， 0ρ cil.， p. 21G 

65) Nickerson， 0.ρcit.， p. 63 
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は貸借対照表の負債の側に表示されつづけた」刷が， 最終年度およびその前年

度の計上額はつぎのとおりであった。，(1946年次報告書〉

1946年12月31日 800，000ドノレ

1945年12月31日 7ω，340ドノレ

ただし，この 般棚卸資産準備金は第2次大戦後に設定されるようになった

rlピ自在高』準備金〔“normalstock" regerv白〉とは別物である。

5ii) 1946年以降第 2i'!Z世界大戦後， ナショナル・レッド会社は1946年に

「貸借対照表の資産の側に記載される棚卸資産の価額から，過年度において，

〔巨接〕控除されてきた〔正常在高準備金すなわち〕棚卸評価の正常在高法の

もとで〔秘密に〕リザ プされた金額J(1946午次報告書〕を表面化して， 間接

控除する方式に改めた。その結果 i当社の連結貸借対照表が1946年12月31日

に------9，734，662トノレ の棚卸資産〔正常在高〕準備金を C貸方に〕計上

し」たのに応じて，借方に棚卸資産の「総額。heg町田五gur叫が実際状態の

より完全な姿をあらわすためにこの年に計上されJ(1946年次報告書〕るにいた

っ式こ。

なお， 1946 i年度末の棚卸資産は， 当社が時価 (currentprices)で不足在高

(de品目nCl白〉を補填しようとしなかった亜麻仁と亜麻仁泊をのぞいて， いつも

の基準 (theusual basis)で評価された。J(1946年次報告書〕よのように i1946年

に，当社が亜麻仁と亜麻仁油の不足在高をカハーする『正常在高』準備金を市

fllii (current m町 ket)よりも低い価格を基準にして算定した点 C，当社は仁部分
プリンシグル

的にJi'正常在高』 法 からはずれた。」しかし， i1946年度末に〔止常在両法

とは〕別の万法で記録された亜麻仁と亜麻仁油は， 1947年12月31日には〔元に
クステム

復 V C]正常仕高法にしたがい評価された。J(1947年次報告書)

「以上のような1946年に〔正常在高〕実務が〔苦L分的に〕脱線した結束とし
デリ γ~デル

て， 1946年の純利益は~正常在高』 法が一貫して適用された場合より

も， 1946年12月31日に算定された『正常在高』準備金の減額2，000，000ドノレマイ

66) Nickerson"ot. cif.. p_ fi.i 
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ナス利益分配引当金 (pro五t-sharingprovisions) とそれにかかわる税額にたいす

る純効果62，000ドルに相当する約 1，9，8，000ドル高<， 1947年の純利益は〔反対

に〕約 1，938，000ドノレ低くなっている。J(1947年次報告書J

もちろん 11930年代における棚卸評価法としての後入先出法の出現」間以

来 1長年の間，当社は現在採胤されている正常在高法をやめて，その代りに

後入先出払ーを含むいくつか白棚卸評価法の 1つを採用したならば生ずるであろ

う有利さを考察してきた。 cしかし〕こり点に関しておこなわれた諸調査は，
P 不デツト

〔切換えた場合に〕 定期間にわたってもたらされる財務上の利点が，特に現

行の〔正常在高〕法が 当社の利益にたいする市価変動の影響を極小化する

ために長年にわたって役立ってきた事実からみて，かかる変更を保証するに足

るだけ大き〈ないということを示し J(1948年次報告書，傍点高寺〉たので，そ

の後，鉛，錫，アンチそニーについては， 1930年代初期以来のjf常存高評何額

をそのまま適用しつづけている。参考のため， 1958年次報告書から関係個所を

引用すると，つぎのとおりである舗〉。

棚卸資産は〔各種の『平均~， ~先入先山』または『後入先出』基準による〉原価

または市価のいずれか低い方で評価されている。

棚卸資産準備金はつぎのような正常在高の数量と価格にもとづいて維持さ

れてきた。

~rj 

正常数量

(米トン〕

49，687'h 

67) Kenamund， 0.ριt.， p. 102 

固定棚卸価格

ポンド当 h

0，03ドノレ

ナジ n ナル田レッド会社のヨソトロ ヲ T.Hウオ ショーは。すでに1922年，後入先出出
という用語を佳つてはいなかったが， 1棚卸資産がもっともおそい仕入よりもむしろもっともは
やい仕入から構成されるという仮定にもとづいた実際原価Jによる棚卸評価法につレ℃そこで

は， 1売上げられた商品はもっともおそく仕入られたものであると仮定kている。この方法はナ
ショナルーレッド会社によって用いられた正常在高出にもっとも近い方策である」 くWarshow.
op. cit.， p. 66.)と指摘していた.

68) American Institute of Certified Public Accountant9， Account叫 f( T1'ends and Tech. 

niQues in Pz，ιblished CorTorate Annual Reports， 13 th' ed.. 1959， P. 62 
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錫 1，124l1z 0.21 

アンチモェ 1，400 0.05 

V 正常在高;去の利益平準化効果の分析

では， これまでたどってきたように，ナショナル・レッド会社によって1913

年以来数10年の長きにわたって(途中3田正常在高評価額を修正したという意味で，

断続的に〕使用されてきた正常在商法は，当社の利益計算にどのような影響を

もたらしてきたりであろうか。

この問題について当社における正常在高法の実施責任者として関心をいだか

ざるをえなかコたT. H ウォーシ'"_69)は， 第 1次大戦直前から戦後恐慌期

にいたる正常在高法の実験の結果を整理する過程で，正常在高法のもとで報告

された棚卸資産何額(I)が， (~ューヨークでの鉛塊の〕月間または年間平均原

価で評価して修正した棚卸資産価額(lつよりもはるかに安定していた事実を

確認した上で， I棚卸評価の正常在高法は1916年から1921年〔ないし1922年〕ま

での聞に支配的であったような異常な価格状況の期間には〔棚卸資産〕利得と
レペリン〆

損失を平準化するのに非常に重要な要因であることが立証されたJ'ロ〉と結論し

ていた。

たしかに， この結論自体は，あとで検証するように，あやまってはいない。

しかし，1と Fをくらべて，1の方が相対的に安定していたという事実認識だ

けから，正常在高法が「年度利益の相対的安定性をもたらす棚卸資産利得と損

失の平準化」冗〉効果をあげたという結論を引きだすウォーショーの分析方法は

69) ウオ ショ がナショナノレ レッド会社における「正古在高法の設定の甜舗は [υ ントローラ
ーとしての〕私の前任者であ~，その当時当社百 A阻stant Secretaryをしていた故 Stratford

A. MJllerに帰ナべきであるJ(Warshow， Op. cit.. p. 73.) と力説していることからもわかる
ように，当社における正常在高法の立案者はS.A ミラーであった。 したがって， ウォ ショ
はその実施責任者であったわけである。

70) W 且 show，0.ρci1.， pp.73-74; Wa目 huw，"Inventory Valuation and the Business Cycle." 

HぷrvardBusiness R尻 1(":叫 1924，pp. 31-32 
71) Wa四 Ihow，op. cit.， p. 34 
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安易すぎるというそしりをまぬがれないであろう。なぜなら，ある年度の棚卸

資産利得または損失 (G)は， ある年度における Fの増分から Iの増分を差

ヲ1<

G=(I'，-l"-1)ー(1，-1'-1) (1) 

か，あるいは， (1)式を変形して，ある年度末におけるl'と Iの差額からその

前年度末における F と Iとの差額を差引く

G=(1'，-!，)-(l"_1-!'_，) (2) 

かして算定Lな町ればならないーーしかも，その場合 l'は平均市価で評価し

て修正した正常在高評価額 (N')が正常価格による正常在高評価額。のをこ

える超過分 (N-N)を Iに加えて算定した方が直接評価によって求めるよ

りも正確な結果がえられる←ーのに，ウォーシ司ーはかかる操作を同避してい

るからである。また.ある年度の棚卸資産利得または損失はある年度における

九η-Nの増分または減分としても算定できるのに， ウォーショーは，

G=(N九 N，)ー (N;-，-N'_1) (3) 

または， (3)式を変形Lた

G二 (N'，-N"-1)ー (!Y.-N;-1) (4) 

にしたがい G を求め， それを報告された純利益 (P)に加えて， 修正された

純別益 (Pつを算定する作業をしていない。

もしも，このような修正計算をしたならば I正常在高法のもとで計上され

た利益と棚卸資産が年間平均市価(原価または市価のいずれか低い方の近似働で

評価された場合の利益とを比較した差額J72) が把握できるから， 正常在高法の

利益平準化効果の分析もより厳密になったであろう o しかし，このような作業

は 1926年に T，H サYダーズが 1913年から 1924年にいたる期間についてお

こなった試算閉までまたねばならなかった。なお，サンダースが用いた分析方

法は 1929年に R.G ウォーカ により 1911年から 1926年にし、たる期間に拡

72) Nicke四 on，ot. cit.， p. 58 
73) S削 Jer:s，呼'.at.， pp. 432-433 t. 
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張して適用された叫が，サン夕刊ーズとウォーヵーはともに鉛の年間平均市価を

労働統計局 (Bureauof Laoor Statisticめからとりョ さらに計莞を簡便にするた

めにもっぱら端数のない数値を使っていた。 これにたいし， その後 20数年を

経過した 1954年に C.B.ニッカーソンは，鉛の年間平均市価を内外通商局

(Bureau of Foreign and Domestic Commerce)の物価統計からとり，端数計算を

いとわないで， 1913年から1948年lこし、たる長期間にわたって，厳密な修正計算

をおこなっ 1いる。

そ」で，ニッカーソンの修正計算に欠町一ているE常在高法開始以前の分をウ

ォー力ーの計算から補足して Jシ翠 fノレ レヅ l会社における 1912年から

1948年までの正常在高法の利益平準化効果を分析した計算過程を一覧できる形

に再整理すると，第 1表ができあがるが，その(9)欄に示されている報告された

純利益と(11)欄に示されている修疋された純利益の動きをグラフ化してみたのが

第 2表だある。

こうして作成された第 1表，特にその最重要部分を図示した第 2表から，容

易に，① 鉛の市価のロ γグスウィ Yグが経験された1914年の底値から1932年

の底値までのサイクルにおいては，正常在高法の利益平準化効果が著しかった

ζ と，② その後においては，第2次大戦後に鉛の市価が急騰した時期をのぞ

くと，正常在高が切下げられたため，平準化効果がそれほどあがっていないこ

と，などが読みとれるであろう。ただ，残念なことには， 1ζの表では， [1当社

がさらに大量の錫とアンチモニーを低価格で所持している」にもかかわらず〕

これら 2つのメタルについては， 193口年にはじまる報告書をのぞくと，在高と

して持ちきたった数量が示されていないので，修正がほどこされなかった。も

しも，この表で，修正がこれら 2つのメタルについてなされたならば， [修lE

された純利益と報告された純利益の〕相違はよりきわだったもりとなったであ

ろう。」同

74) 、N'alker，op. cit.， p. 377t 
75) Nickerson， op. c弘， p. 58 
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第 1表 l ナショナル・レッド会社にお吋る

(1) N 4 

平し均た(止(I25H1価常×在(Nで4)F 評高価年 次
お高評(の2)正価×常額(3) 在 鉛高の正常在 鉛格の正常価 鉛価の平均市

，4T4 12ル 16T0，JCζOγO γ 0034 ドル
ドル 千cドoル

1911 5.440 0.045 7，2 
1912 5，440 160正00 0.034 0.044 7，040 

1913 5，，4444 0 160o，jC CE 日OO 0.034 0日44 671，02440 0 
1914 5.440 'l6 0.034 0.039 
1915 5，440 160，00u 0.034 0.047 7，520 
1916 55，，44440 0 

160，000 0.034 0069 11，040 
1917 160，000 0.034 0.088 14，080 

1918 5，440 160，000 0.034 0.074 11，840 
1919 55，744440 0 

160，000 0.034 0_058 9，2RO 
1920 160，000 0.034 0.08 12，800 
1921 5，，4444 0 116600P，OEO日0O 0.034 0.046 7，360 
1922 5.440 0.034 0.057 9，120 

1923 5，440 160，3EC3D 0 0.034 0.073 
11157LP，6525880 0 2 1924 6，528 192.000 0.034 0.081 

1925 6，528 192，000 0.034 0.09 
1926 6，528 192ヲ000 0.034 0.084 16，128 
1927 6，528 192，000 0.034 0.068 13，056 

1928 
660，55228 8 192，，OU26DD6 O D 

0.034 0.063 12，，0O95 6 
1929 192 0.034 0.068 13，056 
1930 6，401 188， 0034 0.055 10，355 
1931 6，401 188，266 0.034 

O 000432 2 
7，907 

1932 2，981 99，375 0.03 3，180 

1933 2，981 99，，3377 5 0.03 0.039 33，R877 6 
1934 2.981 99.375 0.03 0.039 ::l.R7G 
1935 2，981 99，375 0.03 0.041 4，074 
1936 2，981 99，P3377 5 0.03 0.047 45，，69763 1 
1937 2，981 99.375 0.03 0.06日

1938 2，981 99，375 0.03 0.047 4，671 
1111 939 2，9R1 993277 5 0.03 0.051 

655537，，074166658 8 4 9 
940 2，981 99，375 0.03 0.052 

1941 2，981 99，375 0.03 0.058 
1942 2，9Rl 99，370 0.03 0.065 

1943 223，g9881 1 99，，32775 5 0.03 O日65

184666，，P7，44406505549 9 9 9 8J 
1944 99 0.03 0.065 
1945 2，981 99，375 0.03 0.065 
1946 Z，39988 1 99，375 0.03 0.081 
1947 2.981 99，375 0.03 0.147 

1948 2，981 99，375 0.03 0.18 17，888 

キ貸借対照表負債側に計上されていあ正常在高準備金を控除した純額。
1911-1912 :t.R. G. Wall<:er， Prol涜~'nH 四 Accounf閉会r Principles， 1927， p. 377; ，1913-1948 
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正市在高法の利益平準化効果の分析

正を常(こ6)在(5)えJ高ーるV'評超(1)価過N額分 報棚額告主(司1I資さ産れI価た I 修棚額正卸(8()資さ6)産れ+F(価た7) (9 F E額減官超((610在過，)ー再タうG(6評の，1増。面
(ll) P' 

純報告利益きれた 修純正(9U)益+さ(れ10)た

l千，76トー0ル 7午，17ド0ル 8千，93ド0ル 2Z千，，4455トどj3 ん 千ドル
2千，33ド0ル1，6口0 7，580 9，180 一160

I，86日0D0 
6777，31，282166259 0 4 8 

8，859 

2，，，，47E487 57 9 l 8 

。 2，458 
7，964 2，476 -800 1，，6979 6 

2，080 
182P，39248 0 

2，711 1，280 3，991 
5，600 2，978 

33，，5C420 0 
6，498 

8，640 8，223 16，863 4，897 7，937 

637，，3480460 0 日
15，027 

22219621，，，，489528607 4 2 3 
444，，17669336 3 3 

2，240 2，453 
16，044 -2，560 

2，，，O9275 5 3 19，602 3，520 8.256 
1，920 20，583 34，，49822 8 -5，400 -1.958 
3，680 19，549 23，229 1，760 6，688 

6.240 19，404 
25，，465G408 7 4 

5，296 

-22LL3，775182562 0 4 R 
773382539 6 

9，024 18，484 27 4，455 

1O，765日2日 17，，G4254 5 28 4，h33 日3fil
9， 16 26，024 9，005 7，853 
6，528 17，256 23，784 4，929 -3，072 1，857 

5，568 18，192 
23，，，783叫69 0 

5.872 -960 4，912 

631，955192504 9 8 6 

18，315 24.843 10，223 960 11.183 
17，437 21.391 4，675 -L，45744 8 

2113，，95107E4 5 1 14，107 15，P65418 1 4，022 2 
14，342 14 3，302 1，307 

895 16，225 17，120 

34573，J，28222C631 3 E 3 

696 4，524 
895 16，995 17，E1390 2 O 

45J，425E9 D 1，093 20，039 21， 198 

2I3，E6890 2 20，781 223，4O76 1 597 7，830 
22，086 25，068 4，887 1，292 6，179 

2223l，，，，，674C1987888 0 7 7 3 

2190，，432E1 日

223，，，P37911962814 7 2 1 1 

4，283 133992 7 2，991 
21 5，780 6，177 

19，fi04 21 6，103 100 G57392仁72q 
23JA34 81 26 5.376 596 
25.444 28 4，726 695 5，421 

33A，4477 7 8 
21，788 

25，3‘2016779 3 6 
5，771 。 5，771 

3.478 23，601 27 8，394 。 8，394 
3，478 24，695 28， 6，539 O 6，，62 29 
5，068 23，，66 82牢 28，750 9，677 1，590 11.267 

11，627 28.622牢 40，249 12，180 6，559 18，7日9

14，907 37，38日キ 52，287 13，304 3，280 16，584 

C. B. Nickerson， Cost Accounting， 1954. pp_ 60-61によりfFJJI;，
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第 2表 ナショナノレ・レッド会社における 2つの純利益の動き

( I()O/iドル)

2() 

18 

16 

14 

12 

L上」
1920 1925 1930 1935 

C. B. Nicぽ 四on，CrフstAccounting， 1954， p. 62 


